第５号様式（第１２条関係）
　　令和　　年　　月　　日


（宛先）公益財団法人京都高度技術研究所　理事長　様

所 在 地　　
名　  称　　
 代 表 者　役職名　
氏　名　
電    話　　


京都市AI・ロボティクス等導入検討伴走支援　申請書

下記のとおり京都市AI・ロボティクス等導入検討伴走支援を受けたいので、京都市AI・ロボティクス等導入検討伴走支援実施要綱第５条の規定により、関係書類を添えて申請します。
１　企業概要
	業種
	
※日本標準産業分類の大分類を記載
	創業年月
	

	資本金
	
	従業員数
	名（内正社員　　名）

	事業実施場所及び担当者
	〒

	
	

	
	担当者役職・氏名　　　　　　　　　　　ＴＥＬ：
E-mail：
※必ずご連絡が可能な連絡先を記入してください。

	主要取扱品・サービス
	( 　％）
	( 　％）
	( 　％）

	
	( 　％）
	( 　％）
	( 　％）

	年間売上高
	　　　　　　　　　千円　（　　　年　　月～　　　年　　月）

	URL
	




	[bookmark: _heading=h.h5jzu91ui3ni]
事業内容
取扱商品・

サービス
	（事業概要、自社の強み、主な顧客、特徴について記載してください。）












	住　所
(本社所在地)
	〒





	本社以外に事業所がある場合

	
	名　　称
	所　在　地
	従業員数

	
	

	〒
	

	
	

	〒
	

	
	
	〒

	

	株主構成
	主要取引先

	株主名
	会社との関係
	比率(％)
	販売先
	比率(％)
	仕入先
	比率(％)

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	
	




２　関係書類
1 企業概要がわかるもの（会社案内、カタログ等のパンフレットほか）
2 直近３期分の決算報告書（貸借対照表、損益計算書）（写し）	
創業後3期に満たない場合は創業後の期数分
3 市税に関する納税証明書（写し）	直近年度分の京都市民税、固定資産税（土地・建物のみ）及び都市計画税の市税に関する納税証明書(発行後3ヵ月以内)（写し）
※令和8年1月1日時点において住所が京都市外の場合、他市町村の発行する納税証明書（写し）
4 申請に係る申告書（所定様式）
5 その他当財団理事長が必要と認める書類
第1号様式（第５条関係）

京都市AI・ロボティクスPoC補助金
京都市AI・ロボティクス等導入検討伴走支援

京都市AI・ロボティクス等導入検討伴走支援
【検　討　構　想　書】
※様式は適宜、枠の幅を広げてご記入ください。
※第1号様式【別紙1】はA4サイズ６頁以内とします。
※[必須]と記した項目については、必ず記載してください。
※申請様式によりがたい場合は、以下の内容を踏まえた資料を提出してください。
※図や資料を用いて、分かりやすく記載してください。

· AI・ロボティクス導入検討構想内容

	（１）現場・業務の概要 [必須]

	






	（２）解決すべき自社の現場での課題 [必須]

	






	（３）課題の発生個所（業務の概要と工程および作業内容）[必須]

	






	（４）これまでの対応状況

	






	（５）想定するAIやロボットの活用方法 [必須]

	□外観検査　□設備異常検知・予知　□熟練技術の継承　□手書き帳票の電子化
□ロボットによる自動搬送　□ロボットアーム　□その他　　　　　　　　　　　　　　　_
＊上記から選択のうえ、具体的な活用イメージがあれば詳しく記載してください。








	（６）AIやロボットの導入により期待する効果 [必須]

	





	（７）データの保有状況

	






	（８）自社の推進体制 [必須]

	






	（９）伴走支援への期待・その他

	








第1号様式【別紙1】

令和　　年　　月　　日

法人にあっては名称
及び代表者の氏名　宛


公益財団法人京都高度技術研究所
理事長　西本　清一


京都市AI・ロボティクス等導入検討伴走支援
審査結果通知書


　令和　　年　　月　　日付けで申請のありました京都市AI・ロボティクス等導入検討伴走支援申請書について、内容を審査し、下記のとおり決定いたしましたので、京都市AI・ロボティクス等導入検討伴走支援実施要綱第６条の規定により通知します。


記

　
· １　採択となりました

＜備考＞
・後日、当財団より専門家派遣に係る連絡をいたします。


· ２　不採択となりました
　
第２号様式（第６条関係）

令和　　年　　月　　日

（宛先）公益財団法人京都高度技術研究所　理事長　様

所 在 地　
名　  称
代 表 者　役職名
氏　名　　　　　　　　　　　　
電    話


京都市AI・ロボティクス等導入検討伴走支援（変更・中止・廃止）
承認申請書


　令和　　年　　月　　日付けで交付決定のあった京都市AI・ロボティクス等導入検討伴走支援について、別紙又は下記のとおり事業内容を（□ 変更　□ 中止　□ 廃止）するため、京都市AI・ロボティクス等導入検討伴走支援実施要綱第７条に基づき申請します。

記

　１　変更等（変更・中止・廃止）の内容




　２　変更等（変更・中止・廃止）を必要とする理由




※　変更を行う場合は、事業計画書(第１号様式【別紙１】に変更後の内容をご記入の上、添付してください。

第３号様式（第７条関係）

令和　　年　　月　　日

法人にあっては名称
及び代表者の氏名　宛


公益財団法人京都高度技術研究所
理事長　西本　清一


京都市AI・ロボティクス等導入検討伴走支援　変更等承認（不承認）
通知書


　令和　　年　　月　　日付けで変更等承認申請のありました京都市AI・ロボティクス等導入検討伴走支援について、承認（不承認）することに決定しましたので、京都市AI・ロボティクス等導入検討伴走支援実施要綱第７条２項の規定により通知します。


第４号様式（第７条関係）

令和　　年　　月　　日

（宛先）公益財団法人京都高度技術研究所　理事長　様

所 在 地　
名　  称
代 表 者　役職名
氏　名
電    話

京都市AI・ロボティクス等導入検討伴走支援　成果報告書


　令和　　年　　月　　日付けで交付決定のありました京都市AI・ロボティクス等導入検討伴走支援について、京都市AI・ロボティクス等導入検討伴走支援実施要綱第１２条の規定により報告します。

※様式は適宜、枠の幅を広げてご記入ください。
１　申請時に検討していた課題・テーマ
	（１）対象とした現場・業務の概要

	





	（２）解決を目指した課題

	






	（３）検討したAI・ロボティクス等の活用テーマ
※該当するものにチェックしてください。

	 ☐外観検査
 ☐設備異常検知・予知
 ☐熟練技術の継承
 ☐手書き帳票・紙書類の電子化
 ☐ロボットによる自動搬送
 ☐ロボットアームによる作業自動化
 ☐生産計画・在庫管理等の最適化
 ☐その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

	【具体的な検討テーマ】








２　伴走支援の実施内容
	（１）支援実施期間

	　令和　　年　　月　　日　から　令和　　年　　月　　日

	（２）実施した支援内容

	[bookmark: _Hlk234410743]１回目
	実施日
	令和　　年　　月　　日

	
	実施
内容
	




	
	参加者
	


	２回目
	実施日
	令和　　年　　月　　日

	
	実施
内容
	




	
	参加者
	


	[bookmark: _Hlk234921490]３回目
	実施日
	令和　　年　　月　　日

	
	実施
内容
	




	
	参加者
	


	４回目
	実施日
	令和　　年　　月　　日

	
	実施
内容
	




	
	参加者
	


	５回目
	実施日
	令和　　年　　月　　日

	
	実施
内容
	




	
	参加者
	


	６回目
	実施日
	令和　　年　　月　　日

	
	実施
内容
	




	
	参加者
	


	（３）伴走支援を通じて整理・確認した内容
※該当するものにチェックし、内容を記載してください。

	 ☐現場課題の整理
 ☐業務フロー・作業手順の整理
 ☐データの有無・取得方法の確認
☐AI・ロボット等の適用可能性の検討
☐導入候補技術・製品・サービスの確認
☐導入費用・運用負担の概算確認
☐ PoC・実証実験の実施可能性の検討
☐社内推進体制・役割分担の整理
☐その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

	【整理・確認した内容】








３　伴走支援の成果
	（１）明確になった課題

	











	（２）AI・ロボティクス等の導入可能性
※該当するものにチェックしてください。

	☐導入に向けて有望であり、次の検討段階に進める
☐一定の可能性はあるが、追加調査・データ取得が必要
☐現時点では導入効果や実現可能性に課題がある
☐今回のテーマとは別の課題・工程での活用を検討する
☐その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

	【判断理由】








	（３）期待される効果
※導入した場合に期待される効果を、定性面・定量面に分けて記載してください。
数値が未確定の場合は、見込みや今後確認すべき指標を記載してください。

	区分
	内容

	定性面の効果
	





	定量面の効果
	




	今後確認
すべき指標
	




	（４）データ・設備・体制面の確認結果

	項目
	確認結果

	必要なデータ
の有無

	





	データの
量・品質

	




	データ取得の
方法
	





	既存設備・
システム
との関係

	





	社内推進体制

	





	その他の
留意点
	





４　今後の取組方針
	（１）今後の対応方針
※該当するものにチェックしてください。

	 ☐ PoC・実証実験に進む
 ☐追加のデータ収集・現場調査を行う
 ☐導入候補企業・ベンダーとの相談を進める
 ☐社内体制や予算の検討を行う
 ☐今回のテーマは一旦見直す
 ☐その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

	【具体的な方針】






	（２）今後のスケジュール案

	時期
	実施予定内容

	令和　年　月頃
	




	令和　年　月頃
	




	令和　年　月頃
	




	（３）必要となる支援・連携

	








５　伴走支援を受けた感想・意見
	














６　添付資料
該当するものがあれば添付してください。
☐ 打合せ資料
☐ 現場写真
☐ 業務フロー図
☐ 課題整理表
☐ データサンプルの概要資料
☐ 導入候補技術・サービスの資料
☐ PoC計画案
☐ その他（　　　　　　　　　　　　　　　）
